
　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

年度末現在の認定こ
ども園数（累計）

単
年
度

目
標 4施設 11施設 15施設 15施設 26施設

【現状値】

2施設
（H26年度）

【目標】

26施設
（令和元年度）

助成した幼稚園
数

単
年
度

目
標 4施設 7施設 7施設 7施設 3施設

【現状値】

助成を希望した園
への助成の実施

（H26年度：1施設）

【目標】

助成予定の園を
全て助成

小規模保育事業
実施か所数

単
年
度

目
標 26 か所 40 か所 47 か所 47 か所 47 か所

【現状値】

0か所
（H25年度）

【目標】

47か所
（令和元年度）

小規模保育事業
施設整備数

単
年
度

目
標 7 か所 18 か所 15 か所 7か所 7か所

【現状値】

11か所
（H26年度）

【目標】

47か所
（令和元年度）

入所定員の
拡大数

単
年
度

目
標 600人 530人 580人 408人 135人

【現状値】

664人増
（H26年 度）

【目標】

1710人

担当課

※太字が評
価を記載した

課

子家・保育課

・地域型保育
給付(小規模
保育）

・小規模保育
事業運営費
補助

・小規模保育
事業運営費
補助（新規開
所分）（H30
～）

３次プラン
取り組み

No.

予算・３次

予算
事務事業名

・施設型給付
（保育所）

・公立保育所
運営費（義
務）

・公立保育所
運営費（配
分）

・公立保育所
運営費（配
分）（公共施
設）（H30～）

地域型保育
事業（小規模
保育　改修
費）

107.9%

①施設整備費助
成：
小規模保育事業所
2か所
（⇒整備済事業所
累計　47か所）

・今後は、「北九州市子ども・子育て支
援事業計画」（令和2～6年度）に基づ
き、保育士の確保などに取り組むこと
で、待機児童の継続的な解消に向け
た環境整備を図る。61.1%

仕事と子育ての両立支援を推進するた
め、保育の必要性のある子どもは誰で
も保育所に入所でき、多様なニーズに
応えながら、子どもの健やかな育成を
支援する保育サービスの実現を図る。

1 121
保育所運営事
業

①民間保育所の
新設や増改築、定
員の見直しなどを
行い、入所定員の
拡大を図る。

②保育所を運営
する法人に対して
は、運営費の一部
を助成する。

・一部地区では、年度途中から待機児
童が生じており、更なる入所定員の拡
大に向けて、民間保育所の増改築等
を進めていく。

単
年
度

実
績 521人 911人

達
成
率

1 120
小規模保育設
置促進事業

計
画
目
標

達
成
率

24%

単
年
度

実
績 11 か所 11か所

達
成
率

114.3%

①入所定員拡大数
　　　　　139人

②助成施設数
　　　  166施設

157.1%69% 98%

8 か所

413人

計
画
目
標

達
成
率

40.4% 63.8% 85.1%

単
年
度

実
績 22 か所 32 か所

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

・今後も引き続き運営費の助成を行う
等により事業所支援に努めていきた
い。

54% 55% 68%

30% 47% 68%

95.7%

14 か所

1 119
小規模保育事
業の運営支援

　年度中途の入所が困難な３歳未満児
の保育ニーズに対応するため、小規模
保育事業を実施する幼稚園、保育所等
に対し、運営費の一部を助成する。

達成
・令和元年度末までに45か所を開設
し、令和2年4月に2か所開所したため
「達成」とした。

達成
・令和元年度までに47か所を整備した
ため「達成」とした。

　年度中途の入所が困難な３歳未満児
の保育ニーズに対応するため、小規模
保育を実施する幼稚園、保育所等に対
し、施設整備費の一部を助成する。

①施設整備費助
成：
小規模保育事業
所　2か所

①助成した幼稚園
数
3施設

①運営費助成：
小規模保育事業
所　47か所

①運営費助成：
小規模保育事業所
45か所

1 118
認定こども園
整備事業

　教育・保育施設の利用状況や利用者
の希望とともに、事業者の意向などを
踏まえ、認定こども園の普及を図るた
め、施設整備を行う幼稚園に対して、
費用の一部を助成する。

①認定こども園へ
移行する予定の
幼稚園に対し、施
設整備費の一部
を助成する。

46.7%

3施設

子家・
幼稚園・こど

も園課

単
年
度

実
績 3施設 8施設

達
成
率

50%

・私立幼稚園等へ意向調査項目を設
定するなど、認定こども園移行におけ
る事業者の意向や整備等における課
題の把握に努める。

・説明会や個別相談などを継続して実
施するなど、適切な情報の提供や事業
者の意向の把握に努める。

・引き続き教育・保育施設の利用状況
や利用者の希望とともに、事業者の意
向などを踏まえ、認定こども園への移
行支援、普及に努めていく。

43% 114%

43% 114%
計
画
目
標

達
成
率

50%

・認定こども
園整備事業

概ね
達成

・目標達成には及ばなかったが、計画
期間中は年々増加しており、令和元年
度までに２２施設となり、令和２年度当
初も８か所増加したため。

概ね
達成

・計画期間中は、園側の都合で整備を
延期した等により、計画目標を下回る
年度もあるが、希望する園を全て助成
しているため。

【Ｐｌａｎ】計画

5施設 7施設

達
成
率

75.0% 45.5%

・私立幼稚園等へアンケート調査を実
施するなど、認定こども園移行におけ
る課題等を把握する。

・説明会や個別相談などを継続して実
施するなど、適切な情報の提供や事業
者の意向の把握に努める。

・引き続き教育・保育施設の利用状況
や利用者の希望とともに、事業者の意
向などを踏まえ、認定こども園への移
行支援、普及に努めていく。

「元気発進！子どもプラン（第２次計画）」個別事業の評価一覧

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（７）幼児期の学校教育や保育の提供

令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容

30
①施設型給付等
による認定こども
園への運営支援

①認定こども園に移
行した施設数
6施設（累計22施
設）

単
年
度

実
績

施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

・施設型給付
（幼稚園・認
定こども園）

・認定こども
園等運営事
業補助

1 117
認定こども園
の運営支援

　教育・保育施設の利用状況や利用者
の希望とともに、事業者の意向などを
踏まえ、認定こども園の普及を図るた
め、認定こども園の運営費用の一部を
助成する。

子家・
幼稚園・こど

も園課

子家・
保育課

幼稚園・こど
も園課

子家・
保育課

55%

2施設

73.3%

【Ｄｏ】実施

22施設

84.6%

84.6%

3施設

100%

100%

45か所

96%

96%

2か所

28.6%

100.0%

139人 

103.0%

145.8%

計
画
目
標

達
成
率

11.5% 19.2% 26.9%

16施設

106.7%

61.5%

3施設

43%

43%

40か所

85%

85%

5か所

71.4%

510人 

125.0%

137.7%

達成
・令和元年度末までに計2,494人分の
入所定員を拡大したため「達成」とし
た。

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ
遅れ

【施策７】
1／14



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課
３次プラン
取り組み

No.

予算・３次

予算
事務事業名

【Ｐｌａｎ】計画

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（７）幼児期の学校教育や保育の提供

令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容
施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

事業所内保育事
業実施施設数

単
年
度

目
標 4か所 6か所 7 か所 7 か所 7 か所

【現状値】

0か所
（H26年度）

【目標】

7か所
(令和元年度）

認可を目指す認
可外保育施設の
支援数

単
年
度

目
標 4 施設 1 施設 － － －

【現状値】

0施設
（H26年度）

【目標】

３施設
(H28年度）

新規民間保育所
の開設数

単
年
度

目
標 2施設 1施設 1施設 0施設 0施設

【現状値】

H26年 1施設
※先行開設分

【目標】

4施設

保育所改築整備
数

単
年
度

目
標 3 施設 3 施設 3 施設 2 施設 2施設

【現状値】

4施設
（H26年度）

【目標】

21施設

家庭的保育事業
者数

単
年
度

目
標

前年度比
同水準

（17か所）

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

18か所
（H25年度）

【目標】

現状維持

子家・保育課

子家・保育課

単
年
度

実
績 16 か所 15か所

達
成
率

94%

14か所

34

①新規民間保育
所の開設
　　　　　0施設

②既存保育所の
増改築等
　　　　　0施設

　保護者の就労等のため保育を必要と
する生後57日以上３歳未満児を対象
に、自宅等を開放して、家庭的な保育
を行う。

1 126

産休明け保育
等の対応の強
化（家庭的保
育の充実）

地域型保育事業
者の公募の中で
家庭的保育事業
を１か所募集

計
画
目
標

達
成
率

14.3% 28.6% 38.1%

・R2年度は、老朽化している施設のう
ち、1施設の改築を行う予定である。

単
年
度

実
績

達
成
率

100%

100%

計
画
目
標

達
成
率

89% 89% 83.0%

・地域型保育
給付（家庭的
保育）の一部

公募の実施（応募
者がいなかった）
（H26年度末、H27
年度中途、H28年度
末、H30年度途中で
各１か所ずつ事業
廃止）

94.0%

16 か所

・民間保育所
整備補助（※
H30年より「保
育所整備推
進事業」へ統
合）

・保育所整備
推進事業の
一部

①保育所の改築
　　　　　　2施設

①改築　　　2施設1 125
計画的な老朽
改築等の推進

　老朽化の進む施設を対象に、耐震診
断等の結果や老朽度を考慮しながら、
民間法人の協力のもと、計画的な施設
の改築などを行う。

①新規民間保育所
の開設
　　　　　　　0施設

②既存保育所の増
改築等
　着手　　　0施設
　竣工　　　0施設

・各区の未就学児童数や待機児童数
の推移を勘案しながら、老朽化した施
設の建て替え等にあわせた入所定員
の拡大を図る。
・なお、次期計画期間中は、保育所等
の新設は行わない。

0施設

2施設

100%

52.4%

　自社従業員だけではなく地域の子ど
もを受け入れる事業所内保育施設に対
し、運営費の一部を助成する。

①運営費助成：
事業所内保育事
業所　7か所

－

－

－

100% 67%

事業所内保育
事業

2 施設

2施設

3 施設

1か所

達成
・令和元年度末までに4施設を新設し
たため「達成」とした。

やや
遅れ

・５年間の目標（２１施設）に対して、半
数程度の改築しか実施できなかった
ため「やや遅れ」とした。

単
年
度

実
績 1施設 1施設

達
成
率

100% 100% 100%

計
画
目
標

達
成
率

50%

予算なし（H29
から）

1 124
保育所入所定
員の拡大

　保育所が特に不足する地域につい
て、民間保育所の新規開設や既存保
育所の定員増を行う。

75% 100%

保育所整備
推進事業の
一部

1 123

認可を目指す
認可外保育施
設への支援事
業

　認可保育所または認定こども園への
移行を希望し、認可基準を満たす見込
みのある認可外保育施設に対し、施設
整備費、運営費等の一部を助成し、支
援する。

①認可を目指す
認可外保育施設
への支援　　0施
設

①認可を目指す認
可外保育施設への
支援　　　0施設

計
画
目
標

達
成
率

単
年
度

実
績 1 施設 －

達
成
率

・認可施設への移行を希望する認可外
保育施設について、今後も支援を行
う。

－

子家・保育課

単
年
度

実
績 3か所 6か所

達
成
率

子家・保育課

・引き続き産休明け保育などの保育
ニーズに対応するため、「元気発進 !
子どもプラン（第３次計画）」に基づき、
子育てサービスの充実を図る。

50% 100% －

67% 67%

・地域型保育
給付（事業所
内保育）

・地域型保育
給付（事業所
内保育・拡
充）の一部
（H29まで）

・事業所内保
育事業運営
補助（H29か
ら）

・事業所内保
育事業運営
補助（新規開
所分）（H30か
ら）

25%

子家・保育課

3 施設 2 施設

34

93%

78%

①運営費助成：
令和元年度実施か
所数　7か所

・今後も引き続き運営費の助成を行う
等により事業所支援に努めていきた
い。50% 86%

計
画
目
標

達
成
率

14%

100%

100%

1 122

43% 86%

7か所7か所

100%

100%

－

－

－

0施設

1施設

50%

42.9%

15か所

100%

83%

達成
・平成30年度末までに7か所を開設し、
目標を達成した。（平成30年度：1か所
新規開設）

達成

平成29年度末までの認可移行を希望
していた事業者については、平成28年
度末までに移行を完了したため「達
成」とした。

やや
遅れ

・産休明けに保育を希望する保護者
は多く、5年間で平均84％と高く、効果
は高いと考えられる。

・事業廃止が4か所あり、公募も行った
が応募者がなく新設できなかったため
「やや遅れ」とした。

【計画】
改築１：金田

【施策７】
2／14



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課
３次プラン
取り組み

No.

予算・３次

予算
事務事業名

【Ｐｌａｎ】計画

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（７）幼児期の学校教育や保育の提供

令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容
施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

就職支援活動の
実施

単
年
度

目
標 － 実施 実施 実施 実施

【現状値】

実施
（平成27年度）

【目標】

実施

求職者の就職成
立数

単
年
度

目
標 100件 100件 100件 100件 100件

【現状値】

―
（H27新規）

【目標】

年間　１００　件

説明会等開催数
単
年
度

目
標

現状
維持

現状
維持

現状
維持

現状
維持

現状
維持

【現状値】

２回
（H26年度末）

【目標】

現状維持

研修開催回数
（年間）

単
年
度

目
標 2 回 2 回 2 回 2 回 2 回

【現状値】

年間　２回
(H26年度）

【目標】

現状維持

処遇改善等加算の
うち、賃金改善を
行った民間保育所

単
年
度

目
標

全ての保育
所（H27年
度：144所）

前年度
同水準
（146所）

前年度
同水準
（147所）

前年度
同水準
（147所）

全ての
保育所

【現状値】

144施設
（H26年度）

【目標】

全ての保育所

－

保育士就職
支援事業

子家・保育課

子家・
幼稚園・こど

も園課

31

保育士就職
支援事業

保育士・保育
所支援セン
ター事業

144 施設

保育士の人材確保対策を推進する一
環として、保育士の処遇改善に取り組
む保育所を助成する。

1 131
保育士等処遇
改善

①保育士の処遇
改善に取り組む民
間保育所を助成

①処遇改善等加算
のうち、賃金改善を
行った民間保育所
　　　　　　144施設

88.4%

計
画
目
標

達
成
率

100.0% 100.0% 88.4%

子家・保育課

単
年
度

実
績 2回 2回

達
成
率

100% 100% 100.0%

子家・保育課

単
年
度

実
績 146施設 130施設

達
成
率

100.0% 100.0%

全施設に対して加算適用要件等につ
いてきめ細やかな説明を行い、保育士
の処遇改善が確実に行われるようサ
ポートする。

施設型給付
（保育所）の
一部

2 回 ・受講者の拡大を図るため、開催日時
等の検討や研修内容の充実を行うと
共にＰＲ活動を行い、保育士確保に取
り組む。
・潜在保育士の就職支援貸付の周知
を行う。

4回

200%

200%

145施設

98.6%

98.6%

達成

現場に復帰する事への不安を解消す
る内容を取り入れ、参加者一人一人
に寄り添った関わりを進めることで保
育所への就職率は増加したため「達
成」とした。

1 127

・受講者の拡大を図るため、開催日時
等の検討や研修内容の充実を行うと
共にＰＲ活動を行い、保育士確保に取
り組む。
・潜在保育士の就職支援貸付の周知
を行う。

・私立幼稚園や認定こども園のニーズ
の把握に努める。
・北九州市内の養成校との協議を通し
て、特例制度が活用しやすくなるよう働
きかける。
・私立幼稚園連盟や養成校と連携し、
私立幼稚園等に必要な人材の確保に
向けた有効な手段を検討していく。

実施

67件

実施

達
成
率

1 130
保育士資格活
用研修事業

保育士の人材確保のため、保育士資
格を持っていて、現在、保育士の職に
就いていない人を対象に研修や見学
実習を行う。

①保育士資格活
用研修の開催
　　年間　4回

①参加者数
　　　　　　３１人
　うち、保育所への
　就職数９人
　　　（２９％）

単
年
度

実
績 ４回 ５回

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

200% 250.0%

100% 200% 250.0%

100%

計
画
目
標

達
成
率

100% 100% 100.0%

２回

1 129
保育士就職支
援事業

保育士の人材確保のため、保育士資
格取得見込の学生等を対象に、就職
支援説明会を実施する等、保育所への
スムーズな就職を支援する。

①求職者の就職成
立数　156件

①保育士就職支
援説明会の開催

②指定保育士養
成施設での出前
講演の実施

③保育所（園）
オープンキャンパ
スの実施

④保育士養成校
と私保育園連盟と
の意見交換会の
開催

①開催1回

②開催3回

③私立保育園で実
施　117園

④開催1回

1 128

単
年
度

実
績 122件 125件 

達
成
率

67% 125%

122% 125%
計
画
目
標

達
成
率

67%

保育士・保育
所支援セン
ターの開設・
運営

保育所への就職を希望する求職者（保
育士）と雇用者（保育所）双方のニーズ
を調整して、保育士の人材確保を図
る。
また、すでに保育所で働いている保育
士からのさまざまな相談を受けること
で、離職防止につなげる。

①潜在保育士の
掘り起こし、求人
に関する相談及び
求職情報の集約、
求職者のニーズ
に合った就職先の
提案・照会・あっ
せん、保育所に勤
務する保育士等
からの相談業務を
行う。

122%

計
画
目
標

達
成
率

－ － －

・幼稚園教諭
免許状を有す
る者の保育
士資格取得
支援事業

・私学助成
（幼稚園）

（Ｈ29～）
・私立幼稚園
特別支援教
育助成事業

－

私立幼稚園等
における就職
支援等

　幼稚園教諭免許状や保育士資格を
取得するための単位数を軽減する特例
制度を積極的に活用する。
　また、私立幼稚園、認定こども園が必
要とする人材を確保できるよう就職支
援などを行う。

①特例制度の活
用支援

②研修の実施

①制度の対象者が
いなかったため、実
績なし

②令和元年７月に、
就職支援活動とし
て、幼稚園合同就
職説明会を開催。

単
年
度

実
績 実施

－

年間を通じた待機児童の解消、施設の
満足度向上のため、 求職者や求人を
出す施設経営者への周知を徹底し、よ
り多くの就職を成立させるよう努める。

28

子家・保育課

実施

－

－

156件

156%

156%

４回

200%

200%

４回

200%

200%

144施設

98.6%

98.6%

実施

－

－

128件

128%

128%

４回

200%

200%

達成

・計画期間中すべての年度において、
私立幼稚園、認定こども園が必要とす
る人材の確保ができるよう、就職活動
支援を行ったため。

達成

・潜在保育士等の就職を支援する「北
九州市保育士・保育所支援センター」
の開設などにより保育所への円滑な
就職を支援し、保育士確保に取り組ん
だ結果、就職成立件数が平成28年度
から目標件数を上回ったため「達成」
とした。

達成

毎年定期的に開催し、保育士や保育
士資格取得予定者や保育士指定養成
施設にも好評を得ている。保育士確保
に向けての取組も進んでいることから
「達成」とした。

達成

・必要な処遇改善の費用が公定価格
に加算として組み込まれたことで、給
付費として支払われている。

・同一法人内で雇用する他職種との給
与バランスを考慮した結果、保育士の
賃金改善を行えなかった法人があっ
たが、概ね賃金改善が行われている
ため、「達成」とした。

【施策７】
3／14



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課
３次プラン
取り組み

No.

予算・３次

予算
事務事業名

【Ｐｌａｎ】計画

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（７）幼児期の学校教育や保育の提供

令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容
施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

予備保育士を雇
用する園

単
年
度

目
標

制度の
定着

現状
維持

現状
維持

現状
維持

現状
維持

【現状値】

―
（H27新規）

【目標】

現状維持

単
年
度

目
標 制度実施

【現状値】

―
（R1新規）

【目標】

現状維持

助成制度の活用
単
年
度

目
標 全施設 全施設 全施設 全施設 全施設

【現状値】

全施設（91施設）
（H26年度）

【目標】

全施設（91施設）
（令和元年度）

研修の実施日数
（延べ日数）

単
年
度

目
標

現状
維持

現状
維持

現状
維持

現状
維持

現状
維持

【現状値】

71日
(H26年度）

【目標】

現状維持

子育て支援員の
配置保育所数

単
年
度

目
標

全ての
保育所

全ての
保育所

全ての
保育所

全ての
保育所

全ての
保育所

【現状値】

全ての保育所
（H25年度）

【目標】

現状維持
（全ての保育所）

令和元年１０月か
ら実施

保育士宿舎借り上
げ支援事業を実施
した園　　1園

対象保育士数　　1
人

・制度を周知して実施法人の増加に努
め、保育士の確保を促す。

保育士宿舎
借り上げ支援
事業

33 子家・保育課

単
年
度

実
績 制度実施

達
成
率

100%

計
画
目
標

達
成
率

―

保育施設従
事者研修事
業等の一部

子家・保育課

・施設型給付
（幼稚園・認
定こども園）

・私学助成
（幼稚園）

（Ｈ29～）
・私立幼稚園
特別支援教
育助成事業

予備保育士
雇用費補助

計
画
目
標

達
成
率

― ― ―

H30年度から補助対象人数を2名から3
名に増加したところであり、今後も保育
士の雇用を安定させ、待機児童解消に
つながるよう努める。

・子ども・子育て支援新制度に基づき、
今後も幼児教育の振興を図る必要が
ある。

・市内の幼稚園児の約99％は私立幼
稚園に通園しており、本市の幼児教育
の振興を図るため、私立幼稚園への
助成制度を継続するとともに、本市の
特別支援教育の充実に向けた新たな
制度を拡充する。

32 子家・保育課

単
年
度

実
績

現状
維持

現状
維持

達
成
率

100% 100% 100%

・保育士を子育てに関する相談や育児
サークルの支援等に対応できる「子育
て支援員」として養成して保育所に配
置し、育児に悩む保護者を支援できる
よう、継続して研修を実施する。

100% 100%

全ての
保育所

達成

・北九州市社会福祉研修所で「子育て
支援員養成研修」を実施し、保育士を
子育て支援員として養成した。子育て
相談や育児サークルの支援等、地域
に根ざす保育所として、子育て家庭支
援の中心的役割を担ったと考え「達
成」とした。

1 134
子育て支援員
の養成・配置

北九州市社会福祉研修所で「子育て支
援員養成研修」を実施する。専門性を
活かし、きめ細かな子育て相談等に対
応できるよう、保育士を「子育て支援
員」として養成し、子育て相談や育児
サークルの支援等、地域に根ざす保育
所として、子育て家庭支援の中心的役
割を担う。

①23項目（延べ日
数72日、参加人数
2,153人）の研修を
実施。

①年間４０名を受
講対象。
（4年を１クールと
設定。全保育所の
保育士が参加す
るように計画）

①「子育て支援員養
成講座」を6日間実
施、36人受講。

1 133
保育所におけ
る研修内容の
充実

施設長や保育士等の資質向上のた
め、北九州市社会福祉研修所において
研修を実施するとともに、研修内容の
一層の充実を図る。

①22項目（延べ日
数70日　参加人数
約2,640名）の研修
を計画。

71日

単
年
度

実
績

全ての
保育所

全ての
保育所

達
成
率

100.0%

100%

103% 100%
計
画
目
標

達
成
率

100%

100% 100.0%

100.0%

100%

100%

28
子家・

幼稚園・こど
も園課

単
年
度

実
績 全施設 全施設

達
成
率

100% 100%

25 子家・保育課

単
年
度

実
績 73日 73日

達
成
率

100%

・保育士等キャリアアップ研修を踏まえ
た研修体制を構築すると共に、受講生
のアンケート等を基に、さらなる研修内
容の充実を図る。

103% 100%

全施設

達成

・保育所の施設長や保育士等の資質
向上のため、北九州市社会福祉研修
所において、計画的に研修を行った。
また、研修プログラムの改編や講師の
変更等、研修内容の一層の充実を
図ったため「達成」とした。

保育施設従
事者研修事
業等の一部99%

99%

全ての
保育所

計
画
目
標

達
成
率

1 132
幼児教育の振
興

　私立の幼稚園施設の設備や備品、教
材などの購入、特別な支援を要する幼
児教育に対する補助など幼児教育環
境を整備するとともに、教諭の資質の
向上を図るため、公私幼稚園合同研修
（新採研修等）の実施や幼稚園団体等
が実施する各種研修活動への補助を
行う。
　また、子ども・子育て支援新制度にお
ける施設型給付等により、幼児教育の
質の向上に向けた取り組みを支援す
る。

①私立幼稚園振
興助成補助金等
を活用し、幼児教
育の振興を図る。

①全私立幼稚園
（90施設）で補助制
度を活用することに
より幼児教育の振
興を図った。

100%

1 297
予備保育士の
確保

待機児童解消のため、４月～１２月まで
の間、配置に必要な保育士数を超えて
保育士を雇用した場合に、人件費の一
部を補助する。

４月～１２月まで
の間、配置に必要
な保育士数を超え
て保育士を雇用し
た場合に、人件費
の一部を補助

予備保育士を雇用
した園　　　84園
予備保育士雇用人
数
　　　　　165人

計
画
目
標

達
成
率

100% 100%

制度の
定着

1 315

保育士宿舎借
り上げ支援事
業　【Ｈ31年度
～】

保育士の確保を図るため、市内保育
所・認定こども園を運営する法人と連携
し、保育士宿舎に入居する保育士の家
賃費用として、最長５年間、１人当たり
月額５万円を上限に補助する。

 現状維持

100%

―

全実施

100%

100%

72日

101%

101%

全ての
保育所

100%

100%

現状
維持

100%

―

全施設

100%

100%

70日

達成
・計画期間中すべての年度において、
現状を維持しているため「達成」とし
た。

達成
・新規に制度を導入し、実施すること
ができたため「達成」とした。

達成

・計画期間中すべての年度において、
全市立幼稚園に対する設備や備品等
の購入にかかる補助、幼稚園団体等
が実施する各種研修活動への補助を
行ったため。

【施策７】
4／14



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課
３次プラン
取り組み

No.

予算・３次

予算
事務事業名

【Ｐｌａｎ】計画

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（７）幼児期の学校教育や保育の提供

令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容
施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

補助施設数
単
年
度

目
標

全ての
補助対象

施設
（42施設)

全ての
補助対象

施設
（44施設)

全ての
補助対象

施設
（38施設）

全ての
補助対象

施設
（37施設）

全ての
補助対象

施設

【現状値】

36施設
※全ての認可外保
育施設（H25年度）

【目標】

現状維持
※全ての認可外保

育施設
（H27年度：42施設）

参加者・受講者
延べ数

単
年
度

目
標

現状値と
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

2,173人
(H25年度）

【目標】

現状維持

実施施設数
（保育所）

単
年
度

目
標 163 施設 163 施設 163 施設 165 施設

実施済み
施設の増

【現状値】

148施設
（H25年度）

【目標】

実施施設数
（児童養護施設）

単
年
度

目
標 － 3施設 6施設 ― 3施設

【現状値】

9施設
（H25年度）

【目標】

自己評価および
学校関係者評価
実施率

単
年
度

目
標

現状値と
同水準

現状値と
同水準

現状値と
同水準

現状値と
同水準

現状値と
同水準

【現状値】

８施設（100%）
（H26年度）

【目標】

現状維持

－

100%

子家・保育課

福祉サービス
の第三者評
価事業

―

―

―

保福・総務課
子家・保育課
幼稚園・こど

も園課

単
年
度

実
績 2,083人 2,292人

達
成
率

100% 96% 114.1%

社会福祉施
設従事者研
修事業委託

保育施設従
事者研修事
業

保育推進（保
育に関する研
修）の一部

次世代育成
子育て支援
事業の一部

・法制度の改正等に伴う研修内容の変
更や時代のニーズに即応する研修内
容の充実を図る必要がある。

1 138

100% 100%

予算なし

【課題】
・PDCAサイクルをより効果的に動か
し、評価の充実を図る
【改善】
・各園の実態に応じてさらにきめ細や
かな指導・助言を行う。

100%

教育・
指導第一課

単
年
度

実
績 100% 100%

100%

市立学校（幼
稚園）評価の
実施

全ての市立学校・園において、家庭や
地域と連携し、協力して子どもの健や
かな成長を図るため、教育活動等につ
いて、学校・園や地域の実情に応じた
学校の評価を実施する。

①自己評価およ
び学校関係者評
価を実施

100%100%
達
成
率

①自己評価および
学校関係者評価を
全園（６施設）で実
施した。

計
画
目
標

達
成
率

100%

100%

100%

96%

子家・
保育課

子育て支援
課

単
年
度

実
績 158 施設 162施設

達
成
率

96% 97%

97% 99.3%

98.8%

99.3%

163施設

98.8%

98.8%

2168

156 施設

3,362人

146.7%

146.7%

達成

認可外保育
施設補助事
業の一部

・認可外保育施設職員の資質向上及
び入所児童の処遇向上のため、取組
を継続する。

単
年
度

実
績 31施設 23施設

達
成
率

31.0% 70.5% 61.0%

1 135
認可外保育施
設研修代替職
員費補助

認可外保育施設の保育士等が、施設
における安全保育や子どもの人権、保
育技術等の研修、感染症等の最新の
情報を盛り込んだ研修会の参加を支援
することで、職員の資質向上を図る。

計
画
目
標

達
成
率

100% 96% 110.0%

①北九州市内に
所在する認可外
保育施設（企業主
導型・地方裁量型
認定こども園を除
く届出対象施設）
が市主催の研修
に参加するため
に、代替職員を雇
用した場合の経費
の一部を補助す
る。
　補助額（半日）
有資格者　3,605
円
無資格者　3,065
円
（国補助メニュー
を活用）

①補助施設数
　　　　１８施設

114.1%

保育所、老人福祉施設、障害者福祉施
設など、社会福祉施設に従事する職員
の資質向上を図る研修（階層別研修、
専門研修など）を実施する。

【参加者･受講者延べ数】
25年度：2,173人⇒現状維持

1 136
社会福祉施設
従事者研修の
実施

①階層別研修の
開催

②専門研修（課題
別研修、職種・施
設別研修）の開催

①9コース13回開
催、666名参加
【保健福祉局総務
課分】
3コース4回開催
150名参加
②29コース34回開
催、2,696名参加
【保健福祉局総務
課分】
6コース6回開催
323名参加
　計3,362名が参加

保育所部分
①3コース5回開催、
248名参加
②20コース27回開
催、1905名参加

110.0%

計
画
目
標

達
成
率

31.0% 70.5% 61.0%

13 施設 15施設

40.1%

40.1%

やや
遅れ

・令和元年度は補助施設が大幅に増
えたものの、達成率がピーク時のおよ
そ１/３に留まっているため「やや遅れ」
とした。

対象となる全て
の

児童福祉施設
（H27年度末
163施設）

100%

計
画
目
標

達
成
率

1 137
児童福祉施設
等第三者評価
事業

保育所や児童養護施設等について、よ
り適切な情報の提供やサービスの質の
向上を図るため、第三者評価を実施す
る。あわせて、全ての施設が第三者評
価を実施するよう普及を図る。

－ 33% 100.0%

単
年
度

実
績 3施設 6施設

達
成
率

－

計
画
目
標

達
成
率

100.0%

保育所や児童擁
護施設等につい
て、より適切な情
報の提供やサー
ビスの質の向上を
図るため第三者
評価事業の普及
を行う。

実施済施設数
　保育所　　165施
設

（その他、地域型保
育施設７箇所につ
いて実施済）
　

※児童養護施設に
ついては各施設、３
年毎の受審となって
いる。

対象となる全て
の

児童福祉施設
（H27年度末
163施設）

99.3% ・第三者評価事業の一層の普及と「北
九州市児童福祉施設等評価基準（保
育所編）」の活用について理解を促進
し、保育サービスの質の向上を図る。

・次年度から、地域型保育事業所が本
事業への参加を本格的に取り組んでく
るため、「北九州市児童福祉施設等評
価基準（地域型保育事業所編）」の活
用について、さらに理解を促進してい
く。

26

18施設

23.7%

23.7%

3,835人 

165施設

―

―

―

100%

100%

100%

各種研修を開催し、参加者・受講者数
も順調に推移し、福祉人材の資質向
上に一定の成果が見られた

達成

・第三者評価事業への参加が２回目
の事業所も出てきている。また、地域
型保育施設の参加もあり、さらに保育
サービスの質の向上が図れたため、
達成とした。

・施設長、保育士対象の「第三者評価
事業フォローアップ研修会」を開催し
職員への適切な情報提供を行なっ
た。参加者からも好評だったため、「達
成」とした。

達成

・計画期間中すべての年度において、
策定時の計画目標を達成しており、ア
ンケート結果もその効果が十分に見
込めたため。

【施策７】
5／14



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課
３次プラン
取り組み

No.

予算・３次

予算
事務事業名

【Ｐｌａｎ】計画

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（７）幼児期の学校教育や保育の提供

令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容
施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

学校関係者評価
実施幼稚園数

単
年
度

目
標 60施設 70施設 80施設 80施設 90施設

【現状値】

55施設
（H25年度）

【目標】

90施設
（令和元年度）
※約9割の実施

保育所等への対
応回数

単
年
度

目
標 200 回 200 回 200 回 200 回 200回

【現状値】

200回
（H25年度）

【目標】

現状維持

保育指導専門員
数

単
年
度

目
標 2 名 2 名 2 名 2 名 2 名

【現状値】

１名
（H26年度）

【目標】

２名
（令和元年度）

補助対象施設数
単
年
度

目
標

全ての
補助対象

施設
（４2施設)

全ての
補助対象

施設
（４４施設)

全ての
補助対象

施設
（３８施設）

全ての
補助対象

施設
（３７施設）

全ての
補助対象

施設
（７６施設）

【現状値】

36施設
※全ての認可外

保育施設
（H25年度）

【目標】

54施設

199 回

1 名

42 施設

100% 100%

100%

子家・保育課

保育指導専
門員の配置

・企業主導型保育施設の増加で、立入
に行く件数も増えている。国からも安全
保育について通知が出ており、認可保
育所の所長経験者である職員を２名配
置し、訪問回数を増やすなど認可外保
育施設へのきめ細かな指導を行う。

183 回 １９７回

・児童虐待の早期発見や迅速な対応
は、深刻化を防ぐための重要な手立て
であり、通報をためらったり対応に悩ん
だりする保育所の支援に加え、各区保
健福祉課（子ども家庭相談コーナー）、
子ども総合センターと密に情報共有を
図ることが重要になると考える。

・前年度から引き続き支援が必要な案
件に関して指導・助言を行うとともに、
保育上配慮を要する児童に対して、迅
速に対応していく。

計
画
目
標

達
成
率

子家・保育課

単
年
度

実
績 44施設 38 施設

達
成
率

認可外保育
施設補助事
業の一部

100%

・今後も認可外保育施設の職員の感
染症などへの罹患防止と施設を利用
する児童の衛生及び安全を確保する
ため、北九州市内に所在する認可外
保育施設に勤務する職員の健康診断
に要する経費の一部を予算の範囲内
で補助する。

子家・保育課

50% 50%

44

37施設

100%

100%100%

50%

単
年
度

実
績 1名 1名

達
成
率

1 140
保育カウンセ
ラー事業

児童虐待の早期対応・防止や発達の
気になる子どもへの対応等のため、保
育カウンセラーと保育アドバイザーが
市内認可保育所を訪問し、児童処遇に
関する相談、児童のケアや保護者対応
を指導、助言し、保育所を支援する。
また、緊急事態等発生時において、迅
速に児童、保護者、保育士等のカウン
セリングを行い、対象者の心のケアに
努める。

①
・私立幼稚園
　90施設中、90施設
で実施
　　（実施率：100％）

・市立幼稚園
　4施設全施設で実
施

①幼稚園における
学校関係者評価
の推進

①保育カウンセ
ラーと保育アドバ
イザーが市内の
認可保育所を訪
問し保育所の相
談に応じるととも
に、子どものケア
などについて必要
な助言・指導を行
う。

②緊急の案件が
生じた場合は迅速
に保育所まで出
向き、児童、保護
者、保育士の心の
ケアに努める。

①②
　市内認可保育所
の訪問、助言、指導
・保育所の訪問110
回
・保育所への電話
対応122回

計
画
目
標

達
成
率

100% 91.50% 98.5%

91.50% 98.5%

　　現状維持
※全ての認可外
保育施設
（H27年度：42施
設）

認可外保育施設の指導監督を強化す
るため、認可保育所の所長経験者2名
を保育課に配置し、きめ細かな指導を
行い、施設や職員の資質向上および入
所児童の処遇向上を目指す。

1 141
巡回支援指導
員の配置

認可外保育施設
に対する指導監
督を強化するため
の有効な方法を
検討した結果、施
設の運営状況を
把握し、その状況
に応じて、立入調
査及び指導を行う
こととした。

①認可外保育所
の運営状況を把
握

②立入調査及び
指導

保育指導専門員を
２名配置し、以下の
業務を行った。

①認可外保育所の
運営状況の把握

②認可外保育施設
への立入調査の実
施
　　９６施設

50%

1 142

認可外保育施
設衛生・安全
対策事業（職
員分）

認可外保育施設に従事する職員の感
染症などへの罹患を未然に防止し、施
設を利用する児童の衛生および安全を
確保するため、北九州市内の認可外保
育施設（届出対象施設）に従事する職
員の健康診断に要する経費の一部を
助成し、職員の健康診断の受診を促進
する。

①北九州市内に
所在する認可外
保育施設（企業主
導型・地方裁量型
認定こども園を除
く届出対象施設）
に勤務する職員
の健康診断に要
する経費の一部を
補助する。
　受診者１人当た
りにつき
　1,300円を上限と
する。
（国補助メニュー
を活用する）

①補助対象施設数
　　　　　７６施設

100%

保育カウンセ
ラー事業

117% 122.5%

67% 91%

単
年
度

実
績

達
成
率

100%

計
画
目
標

達
成
率

50% 50%

達成

・児童虐待の早期発見・防止や発達の
気になる子どもへの対応のため、保育
カウンセラーと保育アドバイザーが市
内認可保育所を訪問し、児童処遇に
関する相談、児童のケアや保護者対
応を指導、助言した。保育所支援のた
めの対応回数も増加していることから
「達成」とした。

・H31からは認可保育所に加え、地域
型保育事業所も対象とし、「子ども虐
待、気になる子ども、養育への配慮が
必要と感じられる子ども」の状況調査
を行い、虐待の早期対応・防止に努め
た。

達成

・最終年度に認可保育所の所長経験
者を２名配置することができ、全施設
に対しきめ細やかな指導を行うことが
できたため「達成」とした。

232回

116%

116%

2名

100%

50% 100%

子家・
幼稚園・こど

も園課

単
年
度

実
績 82施設 98施設

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

90%
1 139

幼稚園におけ
る学校評価の
実施

　教育活動や幼稚園運営の目標を設
定し、達成状況等を評価することによ
り、継続的な改善を図る。
　また、自己評価と学校関係者による
評価を行い、その結果を公表すること
により、保護者等から理解と参画を得
て、幼稚園・保護者・地域の連携による
幼稚園づくりを進める。

108.9%

27

Ｈ29まで
・私学助成
（幼稚園事業
を拡充）

Ｈ30～
・私学助成の
一部

・引き続き私立幼稚園連盟の理事会や
研修会などの機会を通じて全園実施を
働きかける。

・学校関係者評価の実施を推進するた
めの助成制度を継続実施することとし
ており、更なる推進を図る。

94施設

104.4%

104.4%

120.0%

106.7%

76施設

100%

100%

96施設

189回

94.5%

94.5%

1名

50%

達成
・目標数を上回る幼稚園で学校評価
の実施を行ったため。

・計画期間中全ての年度において達
成率が100％に達しており、有効性が
高いと考え「達成」とした。

達成

【施策７】
6／14



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課
３次プラン
取り組み

No.

予算・３次

予算
事務事業名

【Ｐｌａｎ】計画

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（７）幼児期の学校教育や保育の提供

令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容
施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

補助対象施設数
単
年
度

目
標

全ての
補助対象

施設
（４2施設)

全ての
補助対象

施設
（４４施設)

全ての
補助対象

施設
（３８施設）

全ての
補助対象

施設
（３７施設）

全ての
補助対象

施設
（76施設）

【現状値】

36施設
※全ての認可外
保育施設
（H25年度）

【目標】

1歳児加配実施
保育所数

単
年
度

目
標 163 施設

全ての保
育所(165

施設)

全ての保
育所(166

施設)

全ての保
育所(166

施設)

全ての保
育所

【現状値】

全ての保育所
（163施設）
（H26年度）

【目標】

現状維持
（H27年度：163

所）

保育料の
負担軽減

単
年
度

目
標

市基準によ
る負担軽減

の実施

市基準によ
る負担軽減

の実施

市基準によ
る負担軽減

の実施

市基準によ
る負担軽減

の実施

市基準によ
る負担軽減

の実施

【現状値】

※H27年度から
の

新規事業
【目標】

保育料の負担軽
減の継続実施

保育料の
負担軽減

単
年
度

目
標

市基準によ
る負担軽減

の実施

市基準によ
る負担軽減

の実施

市基準によ
る負担軽減

の実施

市基準によ
る負担軽減

の実施

市基準によ
る負担軽減

の実施

【現状値】

市基準による
負担軽減の実施

【目標】

保育料の
負担軽減

の継続実施

42 施設

163 施設

市基準によ
る負担軽減

の実施

100% 100%

子家・
幼稚園・こど

も園課

子家・
幼稚園・こど

も園課
100%

100.0%
計
画
目
標

達
成
率

100%

単
年
度

実
績

市基準によ
る負担軽減

の実施

市基準によ
る負担軽減

の実施

単
年
度

実
績

市基準に
よる負担
軽減の実

施

市基準に
よる負担
軽減の実

施

達
成
率

100%

施設型給付
（幼稚園・認
定こども園）

100%

子家・保育課

単
年
度

実
績 165施設 166施設

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

100%

100% 100% 100%

100% 100%

達
成
率

100%

計
画
目
標

達
成
率

100%

①保育料の負担軽
減を実施

市基準によ
る負担軽減

の実施

・国においては、「幼児教育の段階的
無償化」に取り組んでおり、順次、制度
改正がなされている。

・今後とも、国の動向を注視するととも
に、引き続き保護者の経済的負担の
軽減を図るため、保育料の軽減に努め
る。

100% 100.0%

100%

・国においては、「幼児教育の段階的
無償化」に取り組んでおり、順次、制度
改正がなされている。

・今後とも、国の動向を注視するととも
に、引き続き保護者の経済的負担の
軽減を図るため、保育料の軽減に努め
る。

100% 100% 100%

市基準によ
る負担軽減

の実施

100%

認可外保育施
設衛生・安全
対策事業（児
童分）

乳幼児の衛生および安全を確保し、そ
の健全育成に資するため、北九州市内
に所在する認可外保育施設（届出対象
施設）を利用する児童の健康診断に要
する経費の一部を補助し、健康診断の
受診を促進する。

①北九州市内に
所在する認可外
保育施設（企業主
導型・地方裁量型
認定こども園を除
く届出対象施設）
を利用する児童の
健康診断に要す
る経費の一部を
補助し、健康診断
の受診を促進す
る。
・受診者１人当た
り3,000円
（年２回：１回当た
り1,500円）
・１施設当たり年
額10,000円
を比較して少ない
方の額を補助す
る。（市の一般財
源）

・特別保育事
業補助の一
部

・特別保育事
業補助（重
点）の一部

・直営保育所
における保育
士加配
（子ども家庭
職員費の一
部）

認可外保育
施設補助事
業の一部

現状維持
※全ての認可外
保育施設
（H27年度：42施
設）

100%

・施設型給付
（保育所）

・地域型保育
給付

①全ての保育所で
実施

①保育料の負担軽
減を実施

1 146 保育料の軽減

保育所等の利用者負担（保育料）につ
いては、国の示す利用者負担額を基準
としながら、保護者の負担軽減に努め
る。
また、国の基準に基づき、多子世帯の
保育料を軽減する。

①国が定める保
育料の水準から
の負担軽減の実
施

1 145
私立幼稚園等
保育料の負担
軽減

子ども・子育て支援新制度における私
立幼稚園等の利用者負担（保育料）に
ついては、国の示す利用者負担額を基
準としながら、保護者の負担軽減に努
める。
また、国の基準に基づき、多子世帯の
保育料を軽減する。

①国が定める保
育料の水準から
の負担軽減の実
施

100%

市基準に
よる負担
軽減の実

施

市基準に
よる負担
軽減の実

施

100%

1 144
保育所保育士
加配

質の高い保育を提供するため、１歳児
の保育士配置基準を、国の基準である
児童６人に対し1人から、児童５人に対
し1人とし、一層の保育の質の向上を図
る。
また、子ども・子育て支援新制度での3
歳児の保育士配置基準に係る人件費
加算（20対1を15対1にした場合）に対応
し、さらなる保育の質の改善を図る。

①保育士の加配
市内全ての保育所で継続して実施し、
より一層の保育の質の向上に努める。

子家・保育課

単
年
度

実
績 ４４施設 38 施設

達
成
率

100%

100%

・今後も認可外保育施設を利用する児
童の衛生及び安全を確保し、その健全
育成に資するため、北九州市内に所在
する認可外保育施設の児童健康診断
に要する経費の一部を予算の範囲内
で補助する。100% 100%

100%
計
画
目
標

達
成
率

100%

1
①補助対象施設数
　　　７６施設

143

166施設

100%

76施設

100%

100%

37施設

100%

100%

166施設

100%

100%

市基準によ
る負担軽減

の実施

100%

100.0%

達成
・計画期間中全ての年度において達
成率が100％に達しており、有効性が
高いと考え「達成」とした。

達成
・１歳児の特性を勘案し、質の高い保
育の提供ができたため「達成」とした。

達成
・計画期間中すべての年度において、
保育料の軽減を実施してきた。

達成
・計画期間中すべての年度において、
保育料の軽減を実施してきた。

【施策７】
7／14



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課
３次プラン
取り組み

No.

予算・３次

予算
事務事業名

【Ｐｌａｎ】計画

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（７）幼児期の学校教育や保育の提供

令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容
施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

保育料の無償化
単
年
度

目
標

保育料の
無償化の

実施

【現状値】

※R元年度から
の新規事業

【目標】

保育料の無償化
の実施

研究実践園とし
ての役割に応じ
た体制の見直し

単
年
度

目
標 見直し

教育・研
究実践へ
の取り組

み

教育・研
究実践へ
の取り組

み

教育・研
究実践へ
の取り組

み

教育・研
究実践へ
の取り組

み

【現状値】

見直しに
向けた検討

【目標】

見直し

直営保育所数
単
年
度

目
標

実施に向け
た検討

着手
(1施設)

運営法人
の公募・選
定・引継ぎ
（１施設）

運営法人
の公募・選
定・引継ぎ
（1施設）

運営法人
の公募・選
定・引継ぎ
（1施設）

【現状値】

19施設
（H26年度）

【目標】

13施設
（令和元年度）

1 316
幼児教育の無
償化【R元年
度～】

令和元年１０月から、幼稚園、保育所、
認定こども園などを利用する３歳から５
歳児クラスの子どもたち、 住民税非課
税世帯の０歳から２歳児クラスまでの
子どもたちの保育料を無料にする。

①幼児教育・保育
の無償化の実施

①幼児教育・保育
の無償化を実施

今後とも、国の動向を注視しながら、制
度改正等に対応していく。

・子育てのた
めの施設等
利用給付事
業（幼稚園＜
未移行＞）
・幼稚園＜未
移行＞におけ
る食材費(副
食費)助成事
業
・幼児教育の
無償化（幼稚
園等での預
かり保育）
・施設型給付
（幼稚園・認
定こども園）
の一部
・施設型給付
（保育所）の
一部
・地域型保育
給付(家庭的
保育)の一部
・地域型保育
給付(小規模
保育)の一部
・地域型保育
給付（事業所
内保育）の一
部
・認可外保育
施設利用料
の無償化事
業
・幼児教育の
無償化に伴う
支給認定等
事業
・巡回支援指
導員の配置
の一部

156

子家・
幼稚園・こど

も園課
保育課

単
年
度

実
績

保育料の
無償化の

実施

達
成
率

100%

計
画
目
標

達
成
率

1 148
直営保育所の
機能強化と再
編・民営化

直営保育所において、特別な支援を要
する子どもや家庭の支援を行うなどの
機能強化を図る。
また、保育所運営の効率化と機能の集
約を図るため、老朽化した施設の建て
替え等にあわせて直営保育所の民営
化を行い、施設の再編を進める。

①直営保育所１施
設の民営化

①運営法人の公
募・選定・引継ぎ
　　　　　　　1施設

・直営保育所の民営化を行うとともに、
指定管理保育所の民間移譲を進め
る。

保育所整備
推進事業の
一部

子家・保育課

単
年
度

実
績

実施に向け
た検討

実施

運営法人
の公募・選
定・引継ぎ
（1施設）

運営法人
の公募・選
定・引継ぎ
（1施設）

運営法人
の公募・
選定・引
継ぎ（1施

設）

達
成
率

100% 100% 100% 100% 100%

計
画
目
標

達
成
率

0% 17% 17% 33% 50%

見直し

計
画
目
標

達
成
率

100% 100% 100%

予算事業なし

・教育センターと連携して、教育効果を
高める指導の在り方について研究す
る。

・市立幼稚園において、異年齢交流保
育のカリキュラムや特別支援教育の実
践的な研究に取り組む。

・その成果を教育センターを中心に、引
き続き研修などを通じて発信するととも
に、幼児教育関係者のニーズなども踏
まえ、より効果的な成果の発信・普及
に努める。

・「公立幼稚園の今後の方向性」に基
づき、評価・検証を行う。

教育・
企画調整課
教育センター

単
年
度

実
績 実施 実施

達
成
率

100% 100%

実施

100%

100%100%

　市立幼稚園が本市幼児教育の発展
及び教育水準の維持、向上に果たす役
割は大きく、この目的を達成するため
に、先導的な研究実践に取り組む。今
後は、教育・研究実践園としての役割
に応じた体制の見直しを行い、本市幼
児教育の推進を図る。 100%

1 147

新しい時代に
対応した市立
幼稚園におけ
る教育の推進

①本市幼児教育
の発展及び教育
水準の維持・向上
に資するため、教
育・研究実践に取
り組む。

②「公立幼稚園の
今後の方向性」に
基づき、教育・研
究実践の成果に
ついて、評価・検
証に着手する。

①公立幼稚園にお
いて教育・研究実践
活動を行い、その成
果を各研修会など
を通じて、発信し
た。

②「公立幼稚園の
今後の方向性」に
基づいて、教育・研
究実践の成果につ
いて、評価・検証に
着手した。

100%

実施

100%

達成 幼児教育・保育の無償化を実施した。

達成

・平成27年４月に「公立幼稚園の今後
の方向性」を策定し、その方針に基づ
いて、平成２９年度末に足原幼稚園と
黒崎幼稚園を、平成３０年度末に松ケ
江幼稚園と若松幼稚園を閉園した。

以上のことから、「達成」とした。

やや
遅れ

・全ての年度において、単年度実績は
達成しているものの、計画時の目標の
半数の民営化しか進まなかったため
「やや遅れ」とした。

【施策７】
8／14



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課
３次プラン
取り組み

No.

予算・３次

予算
事務事業名

【Ｐｌａｎ】計画

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（７）幼児期の学校教育や保育の提供

令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容
施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

一時預かり事業
（幼稚園型）の実
施園数

単
年
度

目
標 36施設 42施設 52施設 52施設 78施設

【現状値】

２８施設
（平成２７年度）

【目標】

78園
（令和元年度）

午後７時まで延
長保育を実施し
ている施設数

単
年
度

目
標 150 施設 151 施設 154 施設 156 施設 158施設

【現状値】

146施設
（H26年度）

【目標】

158施設
（令和元年度）

午後８時まで延
長保育を実施し
ている施設数

単
年
度

目
標 2施設 2施設 2施設 2施設 3施設

【現状値】

1施設
（H26年度）

【目標】

3施設
（令和元年度）

実施施設数
単
年
度

目
標 1 施設

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

1施設
（H26年度）

【目標】

現状維持

実施施設数
単
年
度

目
標

前年度（71施
設）比増

前年度
比増

前年度
比増

前年度
比増

前年度
比増

【現状値】

71施設
（H26年度）

【目標】

86施設
（令和元年度）

150 施設

2 施設

1 施設

76 施設

2 38

計
画
目
標

達
成
率

88% 91%

・一時保育を幅広く展開していくこと
で、待機児童の解消や子育て家庭へ
の支援にも繋がることから、今後も一
時保育の実施施設の増加を図る。

91%

100%
達
成
率

82施設

98.8%

95.3%

・特別保育事
業補助の一
部

・特別保育事
業補助（重
点）の一部

・公立保育所
特別保育事
業の一部

子家・
保育課

単
年
度

実
績 1施設 1施設

100%

計
画
目
標

達
成
率

2 152
夜間（長時間）
保育事業

①夜間保育の実
施

①夜間保育の実施

夜間の保育需要に対応するため、午前
7時からおおむね午前０時まで利用でき
る「夜間保育所」については、利用者の
動向を踏まえながら実施する。

達
成
率

100%

・施設型給付
（保育所）の
一部

子家・
保育課

単
年
度

実
績 78施設 78施設

153
一時保育事業
（特別保育事
業補助）

保護者のパート就労や冠婚葬祭、育児
リフレッシュ等の理由により、一時的に
家庭での保育が困難となる児童を保育
所において保育する。

【実施施設数】
26年度：71施設　→　令和元年度：86施
設

子家・保育課

単
年
度

実
績 151施設 152施設

達
成
率

・特別保育事
業補助の一
部

・特別保育事
業補助（重
点）の一部

・公立保育所
特別保育事
業の一部96.8%

152施設

97.4%

96.2%

153施設

37

67.0%

94.9% 95.6%
計
画
目
標

達
成
率

2 151
延長保育事業
（特別保育事
業補助）

保護者の就労形態の多様化や、残業
等に伴う保育時間の延長への需要に
対応するため、通常の保育時間を超え
て、午後７時まで延長する｢延長保育｣
の実施箇所数を拡充する。
また地域の実状を踏まえ、子どもの生
活リズムに配慮しながら、午後８時まで
の延長保育を拡充する。

100.0%

67.0%

100.0% 100.0%

98.7%

96.2%
保護者の就労形態の多様化等に対応
するため、利用者の動向を踏まえなが
ら事業を継続。

達
成
率

100.0%

計
画
目
標

達
成
率

66.7%

①午後７時まで
（一部は午後８時
まで）延長保育を
拡充する

②保育短時間認
定の時間（８時間）
を超える子どもの
延長保育を実施
する

①
【午後７時まで延長
している施設数】
R1年度：153施設

【午後8時まで延長
している施設数】
R1年度：2施設

②
【保育短時間の子ど
もの延長保育実施
施設数】
R1年度：122箇所
　　　　　（直営10箇
所、民間112箇所）

単
年
度

実
績 2施設 2施設

保護者の就労形態の多様化等に対応
するため、利用者の動向を踏まえなが
ら事業を継続。

100%

100%

①一時保育の実
施

①実施箇所数
　　　　　82施設

103%

100.0%

100%

107%

100%

96.8%

2施設

67.0%

67.0%

1施設

100%

100%

2施設

100.0%

67.0%

1施設

100%

100%

83施設

100%

97%

・一時預かり事業（幼稚園型）は、保護
者のニーズに応じて実施するものであ
り、主に3歳以上の保育が必要な子ど
もの教育・保育を行っている。

・教育・保育の質の向上や子育て支援
の充実を図るため、北九州市子ども・
子育て支援事業計画に基づき、実施
園数の増加に努める。

一時預かり事
業

36
子家・

幼稚園・こど
も園課

単
年
度

実
績 28施設 39施設 45施設 48施設 63施設

達
成
率

78% 93% 86.5% 92.3% 80.8%

計
画
目
標

達
成
率

36% 50% 57.7% 61.5% 80.8%

2 150
幼稚園におけ
る一時預かり
事業

　子ども・子育て支援新制度により実施
する一時預かり事業において、保護者
のニーズに応じて教育時間の終了後等
に預かり保育を実施する私立幼稚園を
支援する。

①一時預かり事
業を円滑に実施
するための私立
幼稚園等への支
援

①市内の63施設で
実施。

概ね
達成

・目標数には達しなかったが、一時預
かり実施園への助成は、漏れなく実施
できているため。

概ね達
成

延長保育実施施設は、年々増加して
おり、目標数値もほぼ達成しているこ
とから、多様化する就労形態への対応
として高い効果あったため「概ね達成」
とした。

達成
現在の入所状況及び入所申込状況か
ら考えると、現状１施設で対応可能で
あり、事業を維持できているため「達
成」とした。

概ね達
成

実施個所数も年々増加しており、目標
数値を概ね達成しているため「概ね達
成」とした。

【施策７】
9／14



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課
３次プラン
取り組み

No.

予算・３次

予算
事務事業名

【Ｐｌａｎ】計画

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（７）幼児期の学校教育や保育の提供

令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容
施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

休日保育を実施
している施設数

単
年
度

目
標

前年度(7施
設）同水準

前年度
同水準

前年度
同水準

前年度
同水準

前年度
同水準

【現状値】

7施設
（H26年度）

【目標】

現状維持

病児保育事業を
実施している施

設数

単
年
度

目
標 11 施設 12 施設 12施設 12施設 14 施設

【現状値】

9施設
（H25年度）

【目標】

14施設
（令和元年度）

通常保育におけ
る障害児の受入
態勢を整えた施
設数

単
年
度

目
標

前年度同
水準

前年度同
水準

前年度同
水準

前年度同
水準

前年度同
水準

【現状値】

163施設
（H26年度）

【目標】

現状維持

サポート園の数
単
年
度

目
標 7園 14園 14園 21園

【現状値】

７園
（平成２８年度）

【目標値】

２１園
（令和元年度）

7 施設

79%

3 156
障害児保育の
充実（特別保
育事業補助）

10園 

達
成
率

100% 71.4%

計
画
目
標

達
成
率

33% 47.6%

3 303

私立幼稚園特
別支援教育助
成事業
【H28～】

　北九州市の私立幼稚園における特別
支援教育の充実のため、要支援児の
受け入れに積極的に取り組む園（サ
ポート園）と協定を結ぶ。
　市はサポート園に対し、要支援児の
受け入れに必要な人件費を補助し、要
支援児の保護者が就園先を探しやす
いようにサポート園に関する情報提供
を行う。

①私立幼稚園11
園とモデル事業と
してサポート園の
協定を締結。
②事業の課題の
洗い出しなどモデ
ル事業の検証を
行う。

①12園と協定を締
結。

②中間報告会、実
績報告会を開催し
事業の検証を行っ
た。

単
年
度

実
績

・人手不足により加配教員の雇用が困
難な状況がある。

・加配教員の資格要件に子育て支援
員研修修了者を加えるなど、より使い
やすい制度に見直す。

私立幼稚園
特別支援教
育助成事業

7園

11 施設

79%

単
年
度

実
績 11 施設

85.7%

計
画
目
標

達
成
率

子家・
幼稚園・こど

も園課

164 施設 166 施設

達
成
率

100%

・児童の福祉向上に資するところも大
きく、保護者の就労支援、子育て支援
を図る上で施策に対する有効性も高
く、今後も関係機関との連携、研修、会
議等内容を工夫しながら、保育の質の
向上を図り、着実に取り組むことが適
当だと考える。

・集団保育が可能な障害のある子ども
については、引き続き全保育所で受け
入れる。加えて、一時・延長保育を実
施している保育所では、在宅障害児の
一時保育、在園障害児の延長保育も
行う。

101%

100% 101% 101%

163 施設 166施設

100%

101%

121 子家・保育課

・特別保育事
業補助の一
部

・特別保育事
業補助（重
点）の一部

・公立保育所
特別保育事
業の一部

2 155
病児保育の充
実

現在の病児保育の利用状況や保護者
ニーズを踏まえながら、医療機関併設
型の病児保育を実施する。
また、適切な利用について保護者にパ
ンフレットを配布するなど啓発を行う。

①7施設で実施

①医療機関併設
型の施設におい
て児童を保育し、
保護者の子育てと
就労の両立を支
援する。

②病児保育室併
設の医療機関に
加え、各保育所や
幼稚園など、対象
の保護者が利用
する施設でパンフ
レットを配布する。

③市ホームページ
へ掲載するなど、
効果的なPRによ
り、事業の認知度
上昇を図り、対象
者の利用促進に
つなげる。

2 154 休日保育事業

市内の認可保育所に入所、または家庭
保育員制度を利用している児童等で、
日曜日や祝日等に保護者の就労によ
り保育の必要性がある児童について、
指定の保育所で保育する。

・病児保育事
業

・病児保育事
業（重点）

・病児保育事
業（整備）

40

①休日保育の実
施

12施設

達
成
率

７施設

達
成
率

・保護者の就労形態の多様化等に対
応するため、利用者の動向を踏まえな
がら事業を継続。

100% 100%100%

計
画
目
標

達
成
率

７施設

100%

100%

・「元気発進 ! 子どもプラン（第３次計
画）」に基づき、新たな施設の開設を目
指す。

子家・保育課

39

100%

施設型給付
（保育所）の
一部

子家・
保育課

100%

100%

12施設

100%

85.7%
計
画
目
標

達
成
率

100%

100% 92% 100.0%

100%

障害のある子どもの福祉の向上と、保
護者の就労等を支援するため、保育を
必要とする集団保育が可能な障害のあ
る子どもについて、全保育所で受け入
れを行う。
加えて、一時・延長保育を実施している
保育所では、在宅障害児（中・軽度）の
一時保育、在園障害児の延長保育も
行う。
また、関係機関の協力のもと、集団保
育の可能な重度の障害のある子どもを
直営保育所を中心に受け入れる。

①障害児の受け
入れを全保育所
で実施する。
　
②関係機関の協
力のもと、保育所
での集団保育が
可能な重度の障
害のある子どもを
受け入れる。

③一時・延長保育
を実施している保
育所においては、
障害のある子ども
についても、一時・
延長保育を行う。

①②③
　・障害児の受け入
れ態勢を全保育所
（166施設）で整え
た。

単
年
度

実
績

①市内１２施設で事
業を実施

②「利用のてびき」
を作成して関係各
施設に配布した。

③市ホームページ
上に利用申請書類
を掲載し、保護者が
自宅でダウンロード
できるようにした。

単
年
度

実
績 ７施設

101%

12園

57.1%

57.1%

12施設

85.7%

85.7%

７施設

166施設

101%

101%

11園 

78.6%

52.4%

概ね達
成

・施設数は目標に達しなかったもの
の、広報や利便性の向上に取り組ん
だことから、利用児童数は年々伸びて
いるため「概ね達成」と判断した。

達成

・実施個所数は年々増加しており、目
標数値を達成していることから、障害
児の受け入れ態勢が整えられている
ため「達成」とした。

概ね
達成

・目標数までには届かなかったが、協
定締結先の幼稚園への助成は、漏れ
なく実施できているため。

達成

・保護者の就労形態が多様化する中、
各区１箇所　計７施設にて事業を実施
することを維持しているため「達成」と
した。

【施策７】
10／14



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課
３次プラン
取り組み

No.

予算・３次

予算
事務事業名

【Ｐｌａｎ】計画

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（７）幼児期の学校教育や保育の提供

令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容
施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

保育所児童保育
要録及び幼稚園
幼児指導要録の
送付施設

単
年
度

目
標 264 施設

前年度同
水準

前年度同
水準

前年度同
水準

前年度同
水準

【現状値】

260施設
（H26年度）

【目標】

現状維持

研修など実施施
設数

単
年
度

目
標

全ての
保育所

全ての
保育所

全ての
保育所

全ての
保育所

全ての
保育所

【現状値】

全ての保育所
（163施設）
（H26年度）

【目標】

現状維持

保幼小連携事業
を実施する保育
所、幼稚園等、
小学校の割合

単
年
度

目
標 97% 97% 97% 97% 98%

【現状値】

97%
（H25年度）

【目標】

98%
（令和元年度）

家庭支援推進保
育実施保育所

単
年
度

目
標 17 施設

前年度同
水準

前年度同
水準

前年度同
水準

前年度同
水準

【現状値】

１７施設
（H26年度）

【目標】

現状維持

163施設

3 158

専門機関との
連携による保
育所での発達
障害児支援の
充実

保育所における対応のあり方、専門機
関との役割分担、保護者への支援のあ
り方等について検討を深め、個別の支
援計画を作成し、障害児とその保護者
支援の充実を図る。
また、保育所職員の資質向上のため研
修、施設見学、実習などを行う。

①保育所と、子ど
も総合センター、
総合療育センター
など専門機関との
連携を強め、保育
所に通うLD、
ADHD、高機能自
閉症の子どもなど
への支援の拡充
を図る。

達
成
率

100% 100% 100.0%

①-1
専門機関と連携し
た発達障害児の支
援
　子ども総合ｾﾝﾀｰ
　・総合療育ｾﾝﾀｰ
　・障害福祉ｾﾝﾀｰ
　　　　　　　　　等
専門機関と連携し、
発達障害児の支援
の拡充を図った。

①-2
個別の支援計画作
成による障害児と
保護者の支援の充
実。

計
画
目
標

達
成
率

100% 100.0%100%

単
年
度

実
績 164施設

3 157

幼稚園・保育
所等から小学
校・特別支援
学校への連絡
体制・情報共
有機能の強化

特別な支援を要する児童が小学校や
特別支援学校に入学する際、幼稚園・
保育所等や障害児施設から必要な情
報が引き継がれるよう、相互の連絡体
制の確保や情報共有機能の強化を図
る。
○個別の教育支援計画等の効果的な
活用
○特別な支援が必要な幼児・児童につ
いてのケース会議の実施
○就学に向けた入学予定児童の引継
ぎ資料等の作成
など

①幼稚園・保育所
等と小学校・特別
支援学校が、特別
な支援が必要な
児童についての
ケース会議を開催

②就学に向けた
入学児童の一人
ひとりの引継ぎ資
料等を作成

など、入学時の連
絡体制・情報共有
機能を強化する。

①小学校・特別支
援学校との連携体
制の強化
・各学校における連
絡会等の内容や開
催時期等の差があ
るが、全就学先に
必要な情報が引き
継がれるよう、教育
委員会と連携した。

②幼稚園幼児指導
要録、保育所児童
保育要録の送付
・幼稚園では幼稚園
幼児指導要録、保
育所等では、保育
所保育児童要録を
就学先の小学校・
特別支援学校へ送
付し、児童一人ひと
りについて、情報共
有を図った。

100%

・障害のある子どもを含めたすべての
子どもの生活と発達を理解するうえ
で、個別の情報伝達は大変重要であ
る。

・幼稚園幼児指導要録、保育所児童保
育要録の送付やさらに各校での連絡
会の実施等、入学時の連絡体制・情報
共有機能の強化は必要と考えている。

・今後も全卒園児の幼稚園幼児指導
要録、保育所児童保育要録を小学校
に送付し、小学校との円滑な接続を図
る。

265 施設

43

①実施済み

②実施1回100人参
加

45160
家庭支援推進
保育事業の実
施

家庭訪問や個人懇談等を通して子ども
について情報交換を行い、保護者との
信頼関係を深めて子育て支援を行う。
ケース検討や事例研究を行い、自己研
鑽をし、保育の質の向上のため研修会
を開催する。

【家庭支援推進保育実施保育所数】
H26年度：17施設　⇒　現状維持

子家・
幼稚園・こど

も園課
保育課

教育・教育セ
ンター

単
年
度

実
績 97% 97.5%

達
成
率

100% 100%

・保育推進
（加配保育士
の配置等）

・保育推進
（家庭に対す
る啓発事業
の推進）

・保育推進
（保育に関す
る研修）

・保育推進
（保育内容の
充実・公立）

・保育所の管
理（施設整
備・施設改
良）

子家・保育課

単
年
度

実
績 17施設 17施設

達
成
率

100%

・特に配慮を必要とする子どもと保護
者の支援に取り組み、ケース検討・事
例研究を行い、保育の質の向上のた
め研修会の開催を継続する。

100%

4 159
保育所、幼稚
園、小学校の
連携

　子どもを取り巻く社会環境が大きく変
化する中、子どもを健やかに育むため
に保幼小間が連携し、保育所、幼稚園
等の保育環境から小学校の学習環境
への円滑な接続を図る。
○保育所、幼稚園、小学校の職員間の
交流・研修や園児・児童の交流活動な
ど連携事業の継続実施
○保幼小連携の質の向上を図る啓発
パンフレットの活用および連携担当者
名簿の作成・活用
○子どもの発達や学びの連続性を保
障する仕組みとしての保育所児童保育
要録や幼稚園幼児指導要録等の作
成・活用

①保育所、幼稚園
等、小学校におけ
る保幼小連携事
業の実施

②保幼小連携研
修会の実施

①実施率：99.0％

②保幼小連携研修
会の実施
　・各小学校区で実
施 100.5%

計
画
目
標

達
成
率

100%

5

①家庭訪問や個
人懇談による情報
交換

②研修会の実施

計
画
目
標

達
成
率

100% 99% 99.5%

保幼小連携
推進事業

100%

100% 100%

・保幼小連携事業を実施する施設の割
合は年々増加傾向にあるが、校区によ
り連携の内容や頻度にばらつきが見ら
れるため、保育所、幼稚園等、小学校
の連携を組織的・体系的に進める必要
がある。

・平成３０年度に作成した「北九州市版
幼児教育と小学校教育の接続カリキュ
ラム」を基に、各小学校区で連携し幼
児教育研修会の充実などを図る。

97%

17 施設

達成

・計画期間中すべての年度において、
策定時の計画目標以上であり、アン
ケート結果からもその効果が充分見
込めるため。

達成

・家庭訪問や個人懇談等を通して子ど
もについて情報交換を行い、保護者と
の信頼関係を深めることができてい
る。

・１７箇所の家庭支援推進保育実施保
育所を中心として、特に配慮を要する
子どもと保護者への支援を進めること
ができているため「達成」とした。

子家・保育課
幼稚園・こど

も園課
教育・特別支
援教育相談
センター・

特別支援教
育課

教育センター
保福・

障害福祉企
画課

達
成
率

100% 100% 100.0%

計
画
目
標

達
成
率

43

100.0%

264 施設

100% 100.0%

単
年
度

実
績 265施設

子家・保育課予算なし

166 施設

・今後とも専門機関との連携を深め、
保育所における対応のあり方など研修
を通して、発達障害児への支援の充実
を図るとともに、全ての保育所で研修
や施設見学、実習を行うなど、保育所
職員の資質向上を図る。

・発達障害児に関わる他局職員間との
交流を深め、連携を更に密にしていくこ
とで、一環した支援を行える体制作り
に取り組む。

予算なし

262施設

98.9%

166施設

100%

100%

99.0%

101.0%

101.0%

17施設

100%

100%

265施設

100.0%

100.0%

166施設

100%

100%

98.5%

101.5%

100.5%

17施設

100%

100%

達成

・特別な支援を要する児童一人一人に
ついて、小学校との連絡会で情報共
有を行った。

・平成30年度に、幼稚園幼児指導要
録、保育所児童保育要録の改定が行
われ、機能強化につながった。

・幼稚園では幼稚園幼児指導要録を、
認可外を含む保育所等では、保育所
児童保育要録を就学先の小学校・特
別支援学校へ送付し、児童一人ひとり
について、情報共有を図っているため
「達成」とした。

達成

・専門機関との連携を深め、個別支
援、研修などを通して、保育所職員の
資質向上に取り組み、全ての保育所
において障害児支援を強化することが
できたため「達成」とした。

【施策７】
11／14



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課
３次プラン
取り組み

No.

予算・３次

予算
事務事業名

【Ｐｌａｎ】計画

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（７）幼児期の学校教育や保育の提供

令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容
施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

子育て支援事業
の実施施設数

単
年
度

目
標

全施設
(91園）

全施設 全施設 全施設 全施設

【現状値】

95施設
（H25年度）

【目標】

全施設
（令和元年度）

食に関する指導
計画に基づいた
食育の推進実施
率

単
年
度

目
標

現状値と
同水準

現状値と
同水準

現状値と
同水準

現状値と
同水準

現状値と
同水準

【現状値】

８園（100%）
（H26年度）

【目標】

現状維持

全市立学校・幼稚
園において、肥満
度調査および肥満・
痩身対策事業を実
施

単
年
度

目
標

現状値と
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

前年度比
同水準

【現状値】

全校（211校）
（H26年度）

【目標】

現状維持

実施か所数
単
年
度

目
標 4 か所 3 か所 3 か所 3 か所 2か所

【現状値】

6か所
(H26年度）

【目標】

2か所
(令和元年度）

育児講座実施回
数

単
年
度

目
標 10 回 10 回 10 回 10 回 10回

【現状値】

10回
（H25年度）

【目標】

現状維持

10回

100%

単
年
度

実
績

次世代育成
子育て支援
事業

4 か所

10 回

5 165
子育て支援総
合コーディ
ネーター事業

「子育て支援サロン“ぴあちぇ－れ”」に
子育て支援総合コーディネータ－を配
置し、面接、電話やメールによる子育て
に関する相談の対応を行い、必要な関
係機関との連携、調整等の支援を行
う。
また、育児講座を開催するなど、子育
て支援の充実を図る。

①相談件数
　　　　　1,034件
　 電話相談
　　　  　　661件
　 面接相談
　　　  　　298件
　 メール相談
　　　　   　75件

②年間10回開催

子家・保育課

単
年
度

実
績 3 か所 3か所

達
成
率

100%

・子育て世代のニーズに対応するた
め、育児相談や情報提供、親同士の
交流の場を設け、地域の子育て家庭
の支援を行う。

100% 100%

66.7% 66.7%50.0%

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

100% 100.0%

子育て支援
総合コディ
ネーター事業

・今後も子育て相談に対応する体制を
整え、関係機関との連携もさらに深
め、情報収集を行いながら、子育て支
援の充実を図る。

100% 100% 100.0%

100%

10回

5 164

161 子家・保育課

地域子育て支
援センター事
業

子育て家庭への支援活動を企画、調
整、実施する保育士等の職員を配置
し、育児不安等についての相談・指導
や育児サークル等への支援を行う。

①地域子育て支
援センターにおけ
る、育児不安等に
ついての相談・指
導や育児サーク
ル等への支援

②現在のサービ
ス水準を維持しな
がら、親子ふれあ
いルームとの機能
の統合・整理を図
る。

計
画
目
標

達
成
率

100% 100% 100.0%

予算なし

・今後も、食育を通じて食や健康に関
する知識や基本的生活習慣を習得さ
せ、児童生徒の将来に向けての健康
確保を図っていくことが必要である。
・引き続き、全市立学校・園において、
ガイドラインに基づき、学校医と連携し
て、児童生徒等に対する指導及び保
護者に対する助言・啓発を行い、児童
生徒等の基本的生活習慣の習得を図
ることにより、肥満・痩身傾向児の減少
を目指す。

教育・学校保
健課

単
年
度

実
績

全校
（210）

全校
（211）

達
成
率

100% 100%

・地域子育て
支援センター
事業

・公立保育所
特別保育事
業の一部

計
画
目
標

達
成
率

2か所

100%

100%

5 163

①実施

②親子ふれあい
ルームとの機能の
統合・整理のため、
廃止に向けた協議
等を行った。

①子育てに関する
相談事業

②育児講座の開
催

食育を通じた
児童生徒の肥
満・痩身対策
事業

　市立幼稚園、小・中学校の児童生徒
等における肥満・痩身対策の指針とし
て作成した「食育を通じた児童生徒等
の肥満・痩身対策ガイドライン」に沿
い、各学校において効果的な指導を行
い、学校医等や家庭との連携の強化を
図り、肥満・痩身対策事業の充実に努
める。
　また、園児・児童・生徒および保護者
に対して、肥満・痩身に関する知識の
習得や意識の向上を図る。

①全市立学校・幼
稚園において、肥
満度調査および
肥満・痩身対策事
業を実施する。

①全市立学校・幼
稚園において、肥満
度調査および肥満・
痩身対策事業を実
施した。 100.0%

計
画
目
標

達
成
率

100% 100% 100%

予算なし

・食育を園の教育活動の中で、外部講
師を招聘したり、体験的な活動を取り
入れるなどして、より効果的に実施で
きるように促進する。

全校
（205）

100%

100%

全校
（209）

100%

100%

100%

全校
（211）

達成

・肥満調査、肥満・痩身対策事業を全
校（園）において実施し、過去５ヵ年に
渡って目標を達成できている。

・以上により、「達成」とした。

教育・
指導第一課

単
年
度

実
績 100% 100%

達
成
率

100% 100%

　子どもが発達の段階に応じて、食に
対する知識や食を適切に選択する力を
身に付けるとともに、調理に関する基本
的技能を習得し、健全な食生活を実践
することができるよう体系的な食育を推
進する。

5 162

市立学校（幼
稚園）におけ
る食育推進事
業

各園で食に関する
指導計画を立て、
教育指導計画書
に基づいた計画
的な食育を実施
する。

指導計画に基づい
て、食に関するより
よい生活習慣の確
立に向けた指導を
展開した。
地域の方、保護者、
友達との食事を通し
て、食べることの楽
しさが味わえるよう
にした。

100%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

達成
計画期間中、全園で食に関する指導
計画を作成し、計画に基づいて活動を
滞りなく実施したため。

100.0%

5 161
幼稚園におけ
る子育て支援
機能の充実

　私立幼稚園における未就園児の親子
登園や育児サークル支援、園庭・園舎
開放などの実施を支援する。また、幼
稚園教諭の研修参加を促進し、子育て
支援機能を高める。
　さらに、子ども・子育て支援新制度に
おける施設型給付等により、子育て支
援機能の充実に向けた取り組みを支援
する。

①全ての私立幼
稚園において預
かり保育事業等
の子育て支援事
業が実施できるた
めの支援の継続

①実施率：100％
　　　　　　（90施設）

100% 100% 100.0%

・子ども・子育て支援新制度に基づき、
今後も子育て支援機能を強化する必
要がある。

・各園に対して「子育て支援保育補助
員活用助成」等の助成を行っている
が、保護者のニーズが多様化する中、
私立幼稚園関係者と意見交換を行い
ながら事業の見直し等を図る必要があ
る。

計
画
目
標

達
成
率

100%

100.0%

100.0%

全施設
（91園）

全施設
（90園）

100%

達成

・全施設において、預かり保育を実施
するなど子育て支援事業を実施し、地
域の保護者のニーズに応じた子育て
支援事業を実施しているため。

46
子家・

幼稚園・こど
も園課

単
年
度

実
績

全施設
（91園）

全施設
（91園）

達
成
率

100%

10回

100%

100%

全施設
（90園）

3か所

100%

66.7%

10回

100%

100%

達成
・令和元年度から目標施設数で実施し
ていることから「達成」と判断した。

達成

・「子育て支援サロン“ぴあちぇ－れ”」
に子育て支援総合コーディネーターを
配置し、子育てに関する相談の対応
や利用者に必要な関係機関との連
絡、調整等の支援を行った。

・育児講座を開催し、情報提供を行う
など、子育て支援の充実に取り組んだ
ため「達成」とした。

【施策７】
12／14



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課
３次プラン
取り組み

No.

予算・３次

予算
事務事業名

【Ｐｌａｎ】計画

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（７）幼児期の学校教育や保育の提供

令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容
施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

実利用組数
単
年
度

目
標

前年度
（37組）
比増

前年度
（29組）
比増

前年度
（25組）
比増

前年度
(28組）
比増

前年度
(35組）
比増

【現状値】

37組
(H25年度）

【目標】

50組
(令和元年度）

地域活動実施
施設数

単
年
度

目
標 163 施設

全ての保
育所(165

施設)

全ての保
育所(166

施設)

全ての保
育所(166

施設)

全ての
保育所

【現状値】

151施設
（H25年度）

【目標】

入所児童に対し
食育を食育を実
施している保育
所

単
年
度

目
標 163 施設

全ての保
育所(165

施設)

全ての保
育所(166

施設)

全ての
保育所

(166施設)

全ての
保育所

【現状値】

163施設
（H26年度末）

【目標】

全ての保育所
（H27年度：163

施設）
(令和元年度）

入所児童の保護
者に対し、食育
の啓発をしてい
る保育所数

単
年
度

目
標 163 施設

全ての保
育所(165

施設)

全ての保
育所(166

施設)

全ての保
育所(166

施設)

全ての保
育所

【現状値】

163施設
（H26年度）

【目標】

全ての保育所
（H27年度：163

施設）
（令和元年度）

163 施設

163 施設

100%

計
画
目
標

達
成
率

100% 100% 100.0%

親子通園事
業

・引き続き、実施している３施設と検証
していきながら、関係機関との連携を
密にし、発達が気になる子どもや育児
に不安を持つ保護者に対して、継続し
た支援を行う。

・活発にＰＲ活動を行い、支援を必要と
している親子への情報の周知を図る。

・未実施保育所や新規開設園に対して
事業趣旨を伝えるほか、保育所の取り
組み事例を紹介することで、積極的な
事業参加を促す。

25 組

100%

子家・保育課
幼稚園・こど

も園課

単
年
度

実
績 165施設 166施設

達
成
率

100%

計
画
目
標

達
成
率

100%

5 169

保育所等を通
じた家庭・地
域への食育推
進事業

保育所等において、入所児童の保護者
や地域の子育て家庭を対象に、献立表
や給食だよりの配布、給食試食会を行
う。
また、食に関する相談や講演会等を充
実していく。

①保護者に対し、
給食試食会の開
催や食に関する
資料の配布など
の情報提供を行
う。

②調理員等の研
修会の開催

③保育所に対し食
育の取組み状況
のアンケートを行
い、結果を周知す
ることにより内容
が充実するように
支援する。

予算なし

100% 100%

・家庭及び地域を対象とした食育事業
を可能とさせる情報提供・講演会等の
支援を実施する。

5 168
保育所等入所
児童への食育
推進事業

保育所等の入所児童を対象に野菜の
栽培や調理などの体験活動を行う。ま
た、給食を生きた教材として活用した、
食育の推進を図る。

①全ての保育所
で、食育の取組み
を実施する。

②研修会等にて、
各保育所で実施さ
れた食育の取組
みの状況につい
て情報提供をす
る。

③保育所に対し食
育の取組み状況
のアンケートを行
い、結果を周知す
ることにより内容
が充実するように
支援する。

・特別保育事
業補助の一
部

・特別保育事
業補助（重
点）の一部

・公立保育所
運営費（義
務）の一部

・今後も入所児童への食育事業を継続
するため、情報提供・啓発を実施する。

予算なし

157施設

96.3%

96.3%

166施設

100%

100%

166施設

100%

100%

①保護者への給食
試食会の開催
　 食に関する資料
の配布　（全ての保
育所で実施）

②食育の取組みの
事例発表
　1回開催：169名
　　食育の取組み状
況について
　調理員研修会1
回：
　　　　　　　152名

③食育実施状況ア
ンケート実施
　保育所に周知：
　　　　　　　166施設 100%

48 子家・保育課

単
年
度

実
績 154施設 156施設

93.0%
　　全ての保育
所
（H27年度　163
施設）
　　（令和元年
度）

達
成
率

①全ての保育所で
食育を実施した。

②食育の取組みの
事例発表
　（1回開催：
　　参加者169名）
食育の取組み状況
について
　（調理員研修会
　　1回：152名）

③食育実施状況ア
ンケート実施
　　（保育所に周知：
　　166施設）

94.5%

達
成
率

78% 86% 112%

50% 56.0%

100% 100.0%

子家・保育課
幼稚園・こど

も園課

単
年
度

実
績 165施設 166施設

達
成
率

100%

47 子家・保育課

29 組
単
年
度

実
績 28組

保育の専門知識を生かし、在園児だけ
ではなく近隣の在宅親子へ育児情報の
提供を行ったり、育児相談を行ったりし
て、子育ての悩みや不安を緩和する役
割を担う。
また、施設や園庭等を活用した幅広い
活動を実施し、開かれた保育所づくりを
推進する。

94.0%

計
画
目
標

達
成
率

94.5% 93.0% 94.0%

5 167
保育所におけ
る地域活動事
業

①保育所におい
て、地域活動を実
施する。

②未実施保育所
に対して事業趣旨
を伝え、保育所の
取り組み事例を紹
介し、積極的な事
業参加を促す。

利用者数　延べ235
組
・東篠崎保育所（小
倉北）　延べ78組
・徳力保育所（小倉
南）　延べ66組
・黒崎保育所（八幡
西）　延べ91組

①・②166施設のう
ち156施設で実施

計
画
目
標

達
成
率

58%

5 166 親子通園事業

発達が気になる子どもを保護者と共に
受け入れる「親子通園クラス」を直営保
育所で運営し、保育所での遊びや体
験、相談を通じて継続的に支援する。
また、保健・医療・福祉・教育の関係機
関と連携しながら、児童の幼稚園、保
育所などへの移行を含めた伴走型支
援を行う。

下記保育所にお
いて、親子通園ク
ラスを運営し、発
達が気になる児童
や育児に不安を
持つ保護者を受
け入れ、遊びや相
談を通じて、保育
所や幼稚園、療育
機関等への移行
支援を行う。
・東篠崎保育所
（小倉北区）
・徳力保育所（小
倉南区）
・黒崎保育所（八
幡西区）

154 施設

37組

106%

74%

100%

35組

125%

70%

156施設

94.0%

94.0%

166施設

100%

100%

166施設

やや
遅れ

・発達が気になる子どもや育児に不安
を持つ保護者に対し、継続的な支援を
おこなうことができたが、目標の実利
用組数には届かなかったため「やや遅
れ」とした。

概ね達
成

・実施個所数は年々増加しており、目
標数値も概ね目標数値を達成してい
ることから、各施設において世代間交
流や異年齢児交流等の取り組みが進
んでいると認められるため「概ね達成」
とした。

達成

計画期間中すべての年度において策
定時の計画目標を達成しており、その
効果も充分見込めるため「達成」とし
た。

達成

計画期間中すべての年度において策
定時の計画目標を達成しており、必要
な情報提供ができているため「達成」
とした。

【施策７】
13／14



　　　　　　　　　【Ａｃｔｉｏｎ】改善

活動指標

区
分

27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 評価
評価の理由

（分析）

担当課

※太字が評
価を記載した

課
３次プラン
取り組み

No.

予算・３次

予算
事務事業名

【Ｐｌａｎ】計画

事　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　評　　　　　　　　　　　　　　　価  　 予　　　　　算

■　施策（７）幼児期の学校教育や保育の提供

令和元年度の主な実績 次年度以降の課題や改善内容
施策
番号

事業
番号

事業名 事業概要
令和元年度の

事業計画

【Ｄｏ】実施

５ヵ年

【Ｃｈｅcｋ】評価

達成
概ね達成
やや遅れ

食物アレルギーを
有する児童の在籍
する保育所のうち、
アレルギー対応給
食を提供している保
育所数

単
年
度

目
標

対象とな
る全ての
保育所
(155施

設）

対象とな
る全ての
保育所
(155施

設）

対象とな
る全ての
保育所
(146施

設）

対象とな
る全ての
保育所
(155施

設）

対象とな
る全ての
保育所

【現状値】

157施設
（H26年度）

【目標】

全ての保育所
（H27年度：155

施設）

予防教室および
相談会の実施回

数

単
年
度

目
標 20 回 20 回 20 回 20 回 20 回

【現状値】

0回
（H25年度）

【目標】

20　回
（令和元年度）

ホームページの
更新回数

単
年
度

目
標

前年度同
水準

前年度同
水準

前年度同
水準

前年度同
水準

前年度同
水準

【現状値】

12回
（H26年度）

【目標】

現状維持

配置か所数
単
年
度

目
標 7 か所 8 か所 8 か所 8 か所 8 か所

【現状値】

７か所
（H26年度）

【目標】

現状維持

ホームページの
更新回数

単
年
度

目
標

前年度同
水準

前年度同
水準

前年度同
水準

前年度同
水準

前年度同
水準

【現状値】

12回
(H26年度）

【目標】

現状維持

155 施設

19 回

12回

7 か所

85%

100% 100%

①毎月、市内各保
育所の入所状況
を市ホームページ
で公開し、入所希
望者等への情報
提供の充実を図
る。

①ホームページ更
新回数：12回

6 174
保育サービス
に関する情報
提供の充実

市ホームページにて、さまざまな保育
サービスや各保育所の概況および各
月の入所児童数等を公開することで、
保育所入所希望者への情報提供の充
実を図る。

12回

100%

100%

子家・保育課

単
年
度

実
績 8か所 8か所

達
成
率

100% 100% 100.0%

計
画
目
標

達
成
率

100%

子家・保育課

単
年
度

実
績 17回 18回

達
成
率

95%

19回

95%

・各区役所及び「ウーマンワークカフェ
北九州」において継続して事業を進め
ていく。

①ホームページの
更新回数　12回

②冊子「こそだて情
報」を全保育所・幼
稚園経由で保護者
に配布

8か所

100%

100%

予算なし

100% 100.0%

・保育サービ
スコンシェル
ジュ配置事業

167 子家・保育課

単
年
度

実
績 12回 12回

達
成
率

計
画
目
標

達
成
率

・利用者が必要としている情報を把握
し、情報提供の継続実施に努める。

100% 100% 100%

100%

166

子家・
総務企画課
幼稚園・こど

も園課
保育課

教育・指導第
一課

12回

達成

177

子家・保育課
幼稚園・こど

も園課

95%

12回

100%

6 173
保育サービス
コンシェルジュ
配置事業

保育を希望する保護者等の相談に応
じ、個別のニーズを把握した上で、認可
保育所のほか、一時保育や幼稚園預
かり保育などの多様なサービスについ
ての情報提供を行うため、各区役所に
１名ずつ「保育サービスコンシェルジュ」
を配置する。

11名配置を継続
する。

計
画
目
標

達
成
率

100% 100% 100%

子育てに関す
る情報提供・
PRの一部

・利用者が必要としている情報を把握
し、効果的・継続的な情報提供に努め
る。

・保育の利用を希望するそれぞれの
世帯の状況やニーズに合ったきめ細
やかな対応には一定の評価を得てお
り、各区の窓口でも保育サービスコン
シェルジュを指名しての相談も多数寄
せられている。

・保育ニーズの高い大規模区に２名を
配置しての機能強化を図った結果、相
談件数は毎年増加しており「達成」とし
た。

165

単
年
度

実
績 12回

①毎月、市内各保
育所の入所状況
を市ホームページ
で公開し、入所希
望者等への情報
提供の充実を図
る。

②冊子「こそだて
情報」の配布

相談対応件数
26,137件
※H30年度：22,324
件
　うち、入所につな
がったケース
5,165件
（7区合計）

12回

100%

100%

8か所

100.0%

100.0%

単
年
度

実
績

達
成
率

100%

5 170
保育所等の給
食におけるア
レルギー対応

食物アレルギーを有する児童に対し
て、アレルギー原因食品の除去食や、
代替食の対応等を行う。

100%

100%

計
画
目
標

達
成
率

95% 85% 90.0%

保育課一般
の一部

・市民センター等で就学前の保護者や
子どもを対象に、教室を開催する。

・市内の保育所・幼稚園等と連携を深
める。

12回

達
成
率

100% 100%
6 172

幼稚園・保育
所等情報の積
極的な提供

市民に愛され親しまれる幼稚園、保育
所等となるため、また、市民が幼稚園、
保育所等を選択する際の一助となるよ
う、ホームページの充実や、ガイドブッ
クの作成などにより、積極的に施設の
情報提供に取り組む。
さらに、タイムリーな情報提供を充実さ
せるため、幼稚園、保育所等に通う子
どもや保護者向けの情報を、施設を通
して提供する。

・特別保育事
業補助の一
部

・特別保育事
業補助（重
点）の一部

155施設

100%

100%

18回

90%

90%

100%

幼稚園、保育所等を対象に身長体重
バランス値調査の実施や、職員に対し
て講習会を開催する。
また保護者に対して講話や相談会、
リーフレットの配布などを行い、小児肥
満に関する知識の普及、予防の啓発を
行う。

5 171
小児肥満対策
事業

①幼児期からの
生活習慣病予防
教室を開催

①19施設において
　　各１回開催
　保育園（所）13施
設、幼稚園6施設
　　保護者等を対象
に講話を実施。
　　6会場は遊びを
取り入れた運動を
親子で参加する内
容で実施。635人参
加。

90.0%

計
画
目
標

達
成
率

100% 100% 100%

100%

①調理員対象研
修会（給食伝達研
修会）の開催
②各保育所に対
し、アレルギー原
因食品の除去食
や、代替食の対応
について随時支
援。

①3回開催：
　　　490人参加

②随時対応

100%

155施設

100%

155施設 146施設
・今後も食物アレルギー対応を継続す
るために、情報提供・支援を継続する。

12回

100%

100%

達成

・市内各保育所の入所状況のみなら
ず、平成３０年度からは受入可能児童
数も市ホームページで公開し、より入
所希望者等への情報提供を行ったた
め「達成」とした。

達成

計画期間中すべての年度において策
定時の計画目標を達成しており、関係
機関との連携のもと、対応ができてい
るため「達成」とした。

概ね達
成

計画期間中、目標に近い開催回数を
維持しており、乳幼児の肥満予防に貢
献できているため「概ね達成」とした。

達成

・計画期間中すべての年度において、
策定時の計画目標を達成しており、情
報発信に寄与できていると考えられる
ため。

【施策７】
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